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２　事業実績・評価等
 (1)施策の実施結果
74【当初予算 43,952千円・決算 54,776千円】
　市及び町村部の生活困窮者の相談窓口において、新型コロナウイルスの影響が続く中、ＤＶ被害者を含
む生活困窮者の相談に応じ、生活福祉資金の貸付、家計改善支援、子どもの学習・生活支援など必要な情
報の提供や住居確保給付金の支給、就労支援などを行った。また、県ホームページに制度の概要と各市や
郡部の相談窓口を掲載したり、県民だよりへの制度概要の掲載、リーフレットを作成し各種相談機関等へ
の設置などを実施した。
・新規相談件数　940件
・支援プラン作成件数　194件
75【当初予算 72,822千円・決算 35,897,822千円】
　窓口となる生活困窮者の自立相談支援機関や市町村社会福祉協議会等が連携の下、千葉県社会福祉協議
会において、ＤＶ被害者を含む低所得世帯等に対し、転宅費や緊急小口資金などの資金の貸付を行った。
併せて、新型コロナウイルスの影響による収入減に対応するための特例貸付を行った。
・貸付決定件数　78,311件
・貸付金額　27,707,761千円
　うち総合支援基金
    ・新型コロナウイルスの影響による収入減に対応するための特例貸付 36,328件、19,049,257千円
　うち福祉資金
　　・福祉費(日常生活を送る上で一時的に必要となる費用) 121件、45,941千円
　　・緊急小口資金(緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった場合に必要な生活費)
                                                                          732件、57,406千円
    ・新型コロナウイルスの影響による収入減に対応するための緊急小口資金の特例貸付
                                                                  　40,144件、7,769,808千円
　うち教育支援資金
　　・教育支援費・就学支度費(高校、大学、短大、高専、専門学校の修学・入学に必要な経費)
　　　　979件、716,515千円
　うち不動産担保型生活資金
　　・不動産担保型生活資金(高齢者が所有する居住用不動産を担保とした生活費) 1件、20,902千円
　　・要保護世帯向け不動産担保型生活資金(要保護の高齢者が所有する居住用不動産を担保とした
　　　生活費) 6件、47,932千円

数値目標など

《千葉県ＤＶ防止・被害者支援基本計画（第４次）》

                    令和２年度施策　評価シート（様式）

生活の安定に向けた支援の推進

健康福祉指導課

ＤＶ被害者が必要とする各種制度の周
知と活用への支援

当初予算額（千円） 37,472,759 決算額(千円) 35,952,598

74生活困窮者自立支援制度の活用（健康福祉指導課）
　市及び町村部の生活困窮者の相談窓口において、ＤＶ被害者を含む生活困窮者の相談に
応じ、必要な情報提供や就労支援などを行い、生活困窮者の自立の促進を図ることができ
るよう、制度の一層の周知を図る。

75生活福祉資金貸付制度の活用（健康福祉指導課）
　千葉県社会福祉協議会において、ＤＶ被害者を含む低所得世帯等に対し、転宅費や緊急
小口資金などの資金の貸付を行い、経済的な自立と生活の安定を図ることができるよう、
市及び町村部の生活困窮者の相談窓口と市町村社会福祉協議会の生活福祉資金貸付事業の
相談窓口の連携を強化する。



３　課題及び改善すべき点はあるか、ある場合、今後どのように対応していくのか。

４　委員意見

75 生活困窮者の自立相談支援機関と市町村社会福祉協議会などが引き続き連携を図り貸付業務を行って
いく。

　新型コロナウイルス感染症の影響もあり制度の活用について広く周知され利用者が増えたことは評価で
きる。利用者の中には、ＤＶ被害者もいることから、被害者のニーズの発掘にも力をいれて対応していっ
てほしい。

74 相談者のニーズを丁寧に聞き取り、新型コロナウイルスの影響による収入減等に対応した住居確保給
付金の支給や生活福祉資金の貸付、ハローワーク等が行う就労支援などにつなげていく。

 (2) 評価（別紙視点参照）

74 新型コロナウイルスの影響が継続する中、増大する相談件数に対し、各自立相談支援機関が相談者の
ニーズを聞き取り、住居確保給付金の支給や生活福祉資金の貸付等につなげた。また、経済的支援等様々
なニーズが制度につながるよう、県ホームページに制度の概要と各市や郡部の相談窓口を掲載したり、県
民だよりへの制度概要の掲載、リーフレットを作成し各種相談機関等に設置するなど、制度の周知を進め
た。

75 生活困窮者自立支援事業を実施する機関等との連携を図り、各市や郡部の相談窓口において、生活福
祉資金の貸付を必要とする方に制度の紹介を行い、コロナ禍が続く中、特例貸付等を円滑に実施した。ま
た、制度の周知を図るため、健康福祉センター等関係機関にパンフレットを配架するとともに、県民だよ
りや県ホームページへの掲載を行った。

＜課題・改善すべき点＞
74 新型コロナウイルスの影響が長期化する中、経済的な支援等が必要な方々にそれぞれのニーズに対応
したきめ細やかな相談支援を行っていく必要がある。

75 新型コロナウイルスの影響が長期化し、貸付件数が高止まりする中、円滑な貸付業務を継続していく
必要がある。

＜今後の方針＞


